
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して実施した事業について、令和６年度の実施状況を
示すもの。

１ 趣旨

該当無し

① エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
を活用した事業の実施状況（令和６年度実施計画分）

２ 実施状況（推奨事業メニュー）

＜概要と成果＞ 学校給食費における食材価格高騰分を支援し、保護者等の負担軽減を図った。
＜事業数と総事業費＞ 3事業、5,767千円
＜主な事業＞
・学校給食物価高騰対策等支援費（県立中学校、定時制高等学校、特別支援学校）

② エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

該当無し

③ 消費下支え等を通じた生活者支援

該当無し

④ 省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

＜概要と成果＞ 医療施設等の光熱費等を支援し、施設運営の負担軽減を図った。
＜事業数と総事業費＞ 3事業、1,085,257千円
＜主な事業＞
・いわてリハビリテーションセンター管理運営費
・県立病院等事業会計負担金

⑤ 医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

＜概要と成果＞ 農業者等の飼料購入費や電気料金を支援し、経営の負担軽減を図った。
＜事業数と総事業費＞ 2事業、462,243千円
＜主な事業＞
・配合飼料価格安定緊急対策費補助
・農業水利施設省エネルギー化推進対策費補助

⑥ 農林水産業における物価高騰対策支援

＜概要と成果＞ 事業者の電気・燃料費等を支援し、経営の負担軽減を図った。
＜事業数と総事業費＞ 3事業、187,382千円
＜主な事業＞
・運輸事業者運行支援緊急対策費
・特別高圧電力利用中小企業者電気料金支援金

⑦ 中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援

＜概要と成果＞ 交通事業者の燃料購入費等を支援し、経営安定と公共交通の維持を図った。
＜事業数と総事業費＞ 3事業、60,976千円
＜主な事業＞
・バス事業者運行支援緊急対策交付金
・貸切バス事業者運行支援緊急対策交付金

⑧ 地域公共交通や地域観光業等に対する支援

＜概要と成果＞ 公共施設の燃料費等を支援し、安定的な施設運営を図った。
＜事業数と総事業費＞ 11事業、60,357千円
＜主な事業＞
・ふれあいランド岩手管理運営費
・公立大学法人岩手県立大学管理運営費交付金

⑨ 推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援



【令和６年度実績分】

0 0% 0 0%

3 12% 5,767 1%

0 0% 0 0%

0 0% 0 0%

3 12% 1,085,257 58%

2 8% 462,243 25%

3 12% 187,382 10%

3 12% 60,976 3%

11 44% 60,357 3%

25 100% 1,861,982 100%

④　省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

⑨　推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援

⑤　医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

合計

①　エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

⑥　農林水産業における物価高騰対策支援

⑦　中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援

⑧　地域公共交通や地域観光業等に対する支援

推奨事業メニュー

②　エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

③　消費下支え等を通じた生活者支援

【参考１】

物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 地 方 創 生 臨 時 交 付 金 を 活 用 し た 事 業 の 実 施 状 況

事業数
（件）

総事業費
（実績額、千円）

経済対策分野の項目



交付金額

1
学校給食物価高騰対策等支援費
（県立中学校）

　物価高騰に伴う学校給食用牛乳の価格の上昇に対応した学校給食等を実施するため、
R6.10月からR7.3月までにおける保護者の給食費負担の軽減を図るもの。

146 146
　県立中学校１校における、物価高騰に対応するため学校給食費
物価高騰分の助成。

　県が物価高騰分への助成を行ったことで、保護者負
担の軽減が図られた。

教育委員会

2
学校給食物価高騰対策等支援費
（定時制高等学校）

　物価高騰に伴う学校給食食材等の価格の上昇に対応した学校給食等を実施するため、
R6.10月からR7.3月までにおける生徒の給食費負担の軽減を図るもの。

13 13
　県立定時制高校１校における、物価高騰に対応するため夜間給
食給食費物価高騰分の助成。

　県が物価高騰分への助成を行ったことで、生徒負担
の軽減が図られた。

教育委員会

3
学校給食物価高騰対策等支援費
（特別支援学校）

　物価高騰に伴う学校給食食材等の価格の上昇に対応した学校給食等を実施するため、
R6.10月からR7.3月までにおける保護者の給食費負担の軽減を図るもの。

5,608 1,759
　県立特別支援学校12校における、物価高騰に対応するため、給
食食材購入費用の助成。

　県が物価高騰分への助成を行ったことで、保護者負
担の軽減が図られた。

教育委員会

②　エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

【参考２】

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局



交付金額

1

いわてリハビリテーションセン
ター管理運営費（いわてリハビリ
テーションセンター指定管理料
（価格高騰対応）（指定管理施設
光熱費高騰分））

　原油価格高騰により影響が見込まれるいわてリハビリテーションセンターの光熱費等
に要する経費を負担するもの。

23,541 23,221
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費等の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により指定管理施設の安定運営に寄与
した。

保健福祉部

2
県立病院等事業会計負担金（物価
高騰対応分）

　地方公営企業法第17条の２に規定された経費（結核、精神、救急等不採算部門の運営
費及び共済組合の追加費用）のうち原油価格高騰により影響が見込まれる経費について
負担するもの。

1,061,164 1,061,164
　地方公営企業法第17条の２の規定に基づき、不採算地区の
県立病院等の運営に要する経費を負担。

　原油価格高騰の影響を受ける施設に対し、地方公営
企業法第17条の２に規定された経費について負担する
ことにより、県立病院事業の安定経営に寄与した。

保健福祉部

3
療育センター管理運営費（原油価
格高騰対応分）（指定管理施設光
熱費高騰分）

　原油価格高騰により影響が見込まれる岩手県立療育センターの食材料費に要する経費
を負担するもの。

552 360
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費等の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により指定管理施設の安定運営に寄与
した。

保健福祉部

⑤　医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

【参考２】

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局



交付金額

1
配合飼料価格安定緊急対策費補助
(R6経済対策)

　配合飼料価格の高騰による畜産経営体への影響を緩和するため、配合飼料購入費の価
格上昇分に対して、補助するもの。

460,244 460,244
　1,084件の畜産経営体を対象に、配合飼料価格の上昇分に対し
支援。

　配合飼料価格高騰による畜産経営体の影響を緩和す
ることができた。

農林水産部

2
農業水利施設省エネルギー化推進
対策費補助【県単分】（R6経済対
策）

　農業水利施設の省エネルギー化を推進し、エネルギー価格高騰の影響を受けにくい農
業水利システムへの転換を促すため、省エネルギー化に取り組む土地改良区に対し支援
するもの。

1,999 1,999
　省エネルギー化に取り組む土地改良区（6土地改良区）に対
し、農業水利施設の運転に係る電気料金の高騰分を補助。

　電気料金の高騰の影響を受けた土地改良区が省エネ
化の取組を行うことにより、維持管理コストが削減さ
れるとともに、農業水利施設の安定的な機能発揮が図
られた。

農林水産部

⑥　農林水産業における物価高騰対策支援

【参考２】

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局



交付金額

1 運輸事業者運行支援緊急対策費
　燃料価格高騰により営業収益が減少している貨物自動車運送事業者の事業継続を支援
し、安全かつ安定した貨物輸送の維持・確保を図るため、燃料購入費の一部を支給する
もの。

169,367 169,367 　申請台数8,000台に対し、燃料購入費の一部を支給。
　貨物自動車運送事業者に対し支援を行い、原油価格
高騰の影響を緩和することができた。

商工労働観光部

2
特別高圧電力利用中小企業者電気
料金支援金

　国の電気料金負担軽減策の支援を受けられない、県内で特別高圧電力を契約している
中小企業者や特別高圧電力を契約している施設に入居して電気料金を負担している中小
企業者等に対して、電気料金の一部を支援するもの。

2,847 2,847
　県内の事業所等（２事業者）で特別高圧電力を契約し、その費
用を負担している中小企業者に対して、電気使用料の一部を補
助。

　国の電気料金負担軽減策の支援を受けられない、県
内で特別高圧電力を契約している施設等に入居して電
気料金を負担している中小企業者の電気使用料の一部
を支援することで、電気料金高騰等に係る中小企業者
の経営に及ぼす影響を緩和することができた。

商工労働観光部

3
教育旅行受入施設支援緊急対策事
業

　宿泊施設に対して、原油価格・物価の高騰による価格転嫁が困難な教育旅行の受け入
れに伴う負担を軽減するため、１人泊あたり１千円を支給するもの。

15,168 15,168
　宿泊施設（22社）に対して、原油価格・物価の高騰による価格
転嫁が困難な教育旅行の受け入れに係る費用を補助。

　宿泊施設の教育旅行受け入れに関する燃料価格高騰
の影響を緩和することができた。

商工労働観光部

⑦　中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援

【参考２】

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局



交付金額

1
バス事業者運行支援緊急対策交付
金

　燃料費高騰の影響を受けている乗合バス事業者に対して、安全・安定した運行の維持
を支援するもの。

17,850 17,850
　乗合バス事業者３社に対し、燃料費高騰の影響相当額の運行支
援金を交付。

　燃料費高騰の影響を受ける乗合バス事業者に対し支
援を行うことで、安定した運行の維持につながった。

ふるさと振興部

2
タクシー事業者運行支援緊急対策
交付金

　燃料費高騰の影響を受けているタクシー事業者に対して、安全・安定した運行の維持
を支援するもの。

21,468 21,468 　タクシー事業者199社に対し、運行維持の支援金を交付。
　燃料費高騰の影響を受けるタクシー事業者に対し支
援を行うことで、安定した運行の維持につながった。

ふるさと振興部

3
貸切バス事業者運行支援緊急対策
交付金

　燃料費高騰の影響を受けている貸切バス事業者の事業継続を支援することにより、観
光振興及び地域経済の活性化を図るもの。

21,658 21,658
　燃料価格高騰に伴って増加した貸切バス事業者（64社）の燃料
購入費を補助。

　貸切バス事業者の燃料価格の高騰等の影響を緩和
し、観光振興等の活性化につながった。

商工労働観光部

⑧　地域公共交通や地域観光業等に対する支援

【参考２】

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局



交付金額

1
県民会館管理運営費（価格高騰対
応分）

　原油価格・物価高騰の影響が見込まれる県民会館の指定管理料（光熱費）を増額負担
するもの。

429 429
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 文化スポーツ部

2
公会堂管理運営費（価格高騰対応
分）

　原油価格・物価高騰の影響が見込まれる公会堂の指定管理料（光熱費）を増額負担す
るもの。

165 165
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 文化スポーツ部

3
スポーツ施設管理運営費（価格高
騰対応分）

　原油価格・物価高騰の影響が見込まれるスポーツ施設の指定管理料（光熱費）を増額
負担するもの。

5,625 5,625
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 文化スポーツ部

4
総合防災センター管理運営費（指
定管理施設光熱費高騰分）

　原油価格高騰により影響が見込まれる総合防災センターの燃料費に要する経費を負担
するもの。

40 40
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
燃料費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 復興防災部

5

ふれあいランド岩手管理運営費
（ふれあいランド岩手指定管理料
（原油価格高騰対応分）（指定管
理し越光熱費高騰分））

　原油価格高騰により影響が見込まれるふれあいランド岩手の光熱費及び燃料費に要す
る経費を負担するもの。

15,200 2,441
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費等の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 保健福祉部

6
岩手産業文化センター管理運営費
（指定管理料）（指定管理施設光
熱費高騰分）

　原油価格高騰により影響が見込まれる岩手産業文化センターの光熱水費及び燃料費に
要する経費を負担するもの。

600 600
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費等の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 商工労働観光部

7
広域公園管理費（広域公園等管
理）

　物価高騰の影響が見込まれる県立都市公園の指定管理料（光熱費）を増額負担するも
の。

3,460 3,460
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 県土整備部

8
公立大学法人岩手県立大学運営費
交付金（価格高騰対策・光熱水費
分）

　原油価格高騰等に伴う岩手県立大学における光熱費の高騰相当分を充当し、大学の安
定的な運営を図るもの。

32,436 32,436
　原油価格高騰等に伴う、滝沢キャンパス及び宮古キャンパスに
おけるガソリンやプロパン等の燃料費、電気料金の高騰分に対す
る補助。

　原油価格高騰の影響を受ける岩手県立大学に支援を
行うことで、大学の安定的な運営につながった。

ふるさと振興部

9
管理運営費（岩洞湖家族旅行村指
定管理料）（指定管理施設光熱費
高騰分）

　原油価格高騰等に伴う岩手県立岩洞湖家族旅行村における光熱水費の高騰相当分を充
当し、施設の安定的な管理運営を図るもの。

92 92
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 商工労働観光部

10
森林公園管理運営費（指定管理者
制度分）（指定管理施設光熱費高
騰分）

　原油価格高騰等に伴う県立森林公園における光熱費の高騰相当分経費を充当し、安定
的な施設運営を図るもの。

629 629
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 農林水産部

11
水産科学館管理運営費（指定管理
施設光熱費高騰分）

　原油価格高騰等に伴う県立水産科学館における光熱水費の高騰相当分経費を充当し、
安定的な施設運営を図るもの。

1,682 1,682
　原油価格・物価高騰の影響を受けた施設の指定管理者に対し、
光熱費等の価格高騰分を指定管理料に上乗せ。

　事業実施により、安定的な施設運営が行えた。 農林水産部

【参考２】

⑨　推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援

令和６年度に物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

【令和６年度実績分】推奨事業メニュー

事業名 事業概要
総事業費

（現年分）
（千円）

交付金の
主な使途/実績

効果 担当部局
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